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平成２５年度 

「代替フロン等排出削減先導技術実証支援事業」（第２回） 

公募要領 

 

一般社団法人オゾン層・気候保護産業協議会(以下、「協議会」という。)は、「代替フロン等排出削

減先導技術実証支援事業」を補助事業として実施します。補助事業について技術実証を行う事業者を民

間企業等から以下の要領で募集します。 

 

なお、本公募要領は、第２回目締切日延長に伴い改訂したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２５年９月 

一般社団法人 オゾン層・気候保護産業協議会（JICOP） 
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補助金の交付申請又は受給される皆様へ 

 

当補助金については、国庫補助金を財源としておりますので、社会的にその適正な執 

行が強く求められており、補助金に係る不正行為に対しては厳正に対処しております。 

従って、補助金交付の申請をされる方、申請後、採択が決定し補助金を受給される方に 

おかれましては、以下の点につきまして、充分ご認識された上で、補助金の申請又は受 

給を行っていただきますようお願いします。 

 

１．補助金の申請者が当協議会に提出する書類は、如何なる理由があってもその内容に 

虚偽の記述を行わないで下さい。 

 

２．公的研究費の不正受給・使用、研究活動の不正行為に対しましては、政府指針により 

厳しい措置が課せられることとなっています。 

 

３．補助金で取得、又は効用の増加した財産（取得財産等）を、当該資産の処分制限期 

間内に処分（補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は 

担保に供することをいう）しようとするときは、事前に処分内容等について当協議 

会の承認を受けなければなりません。なお、必要に応じて取得財産等の管理状況等 

について調査することがあります。 

 

４．また、偽りその他の不正な手段により、補助金を不正に受給した疑いがある場合に 

は、当協議会として補助金の受給者に対し必要に応じて現地調査等を実施します。 

 

５．上述の調査の結果、不正行為が認められたときは、当該補助金に係る交付決定の取 

り消しを行うとともに、受領済の補助金のうち取り消し対象となった額に加算金 

（年１０．９５％の利率）を加えた額を返還していただくことになります。併せて、 

新たな補助金等の交付を一定期間行わないこと等の措置を執ると共に、当該事業者 

の名称及び不正の内容を公表させていただきます。 

 

６．当該補助事業に関する個々の情報の公表・非公表の取扱いについては、情報公開法 

に基づく情報開示に準ずることとします。 

 

一般社団法人 オゾン層・気候保護産業協議会 

 



3 

 

手続きの一般的な流れ（第２回目） 

年間予定 時期等 JICOP 書類等 申請者 

公募開始 

 

公募締切 

 

 

 

 

 

交付決定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績報告 

 

 

 

確定検査 

 

支払請求 

 

補助金 

支払 

７月下旬 

 

９月中旬 

 

 

 

 

 

１０月上旬 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～２月末日 

 

 

 

 ３月 

 

 ３月 

 

 ３月 

   公募告知    

   公募説明会   

 

受付 

申請内容審査 

必要によりﾋｱﾘﾝｸﾞ 

 

   審査委員会   

 

 

   交付決定    

 

 

 

 事業者説明会  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  中間検査   

 

 

 

 

 

 

 

 

  実績報告書受付  

 

   確定検査    

 

 

 

 

 

 

 精算払請求書受付  

 

 

補助金交付申請書 

 

 

 

 

 

 

交付決定通知書 

（不採択の場合も通知します） 

 

 

 

 

 計画変更承認申請  

  計画変更承認   

   遅延報告書   

遅延報告に対する指示 

 

 

 

 

 

   実績報告書   

 

 

 

 

 

   確定通知書   

 

  精算払請求書   

 

 

   補助金支払   

 

 

 

 

申請書作成 

 

 

ﾋｱﾘﾝｸﾞへの対応 

 

 

 

 

 

 

事業開始 
・工事入札、見積合せ 

・契約締結 

・着工 

 

(必要により) 

(契約変更等) 

 

(必要により) 

(契約変更等) 

 

 

 

 

事業完了 

・工事完了 

・検収完了 

・支払完了 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

確定通知書の金額を確認 
 
 
 
確定通知書の金額を請求 

 
 
 
 

 
  申請者の口座 
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公募期間及び書類提出先 

１．公募スケジュール 

平成２５年５月２７日（月）～    公募開始（第１回目） 

     ６月２６日（水）     公募締切（第１回目） 

     ７月２９日（月）     公募開始（第２回目） 

     ９月１３日（金）     公募締切（第２回目） 

     １０月上旬 ：予定    交付決定（第２回目） 

    ※事業予算は第１回目締切の採択事業から優先的に配分し、今回、第２回目をご案内します。 

     なお、締切日は当初日程より延長しました。 

 

２．公募説明会 

      日時：平成２５年８月０９日(金)  １３：００～１４：３０ 

       場所：ホテル 機山館（東京都文京区本郷 4-37-20 TEL:03-3812-1211） 

                    東京メトロ丸の内線・都営大江戸線「本郷三丁目」より徒歩２分 

                    (http://kizankan.co.jp)  

   公募説明会では、応募にあたっての具体的な手続き、提出頂く書類の記載方法等について説 

明しますので、可能な限り出席ください。ただし、会場の都合により、一事業者１～２名で 

お願いします。なお、公募説明会への出席は申請するための条件ではありません。 

 

３．提出方法及び提出期限 

持参 又は 書留による郵送等（配達記録付き、または宅配便） 

持参の場合は、公募期間中の業務時間内（土日祝日を除く9:00～12:00 及び13:00～17:00） 

に持参ください。 

提出期限  第１回 平成２５年６月２６日（水） １７：００（終了） 

      第２回 平成２５年９月１３日（金） １７：００（必着） 

 

４．資料の配付 

下記問い合わせ先において、関係資料の配付を行っております。 

また、協議会のホームページでも、公募要領、各種様式等をダウンロードすることが可能で 

す。  （協議会ホームページURL ： http://www.jicop.org/ ） 

 

５．書類提出先及び問い合せ先 

〒１７０－００１３ 東京都文京区本郷２－４０－１７ 本郷若井ビル４Ｆ 

一般社団法人 オゾン層・気候保護産業協議会  ＴＥＬ：０３－５６８９－７９８１ 

お問い合わせは、業務時間内（土日祝日を除く9:00～12:00 及び13:00～17:00）にお願い 

します。 

 

http://kizankan.co.jp/index.html
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１．事業の概要 

１．１ 事業の背景 

特定フロン（CFC、HCFC）等のオゾン層破壊物質は、オゾン層保護の観点からモントリオール議 

 定書により、生産の段階的な廃止が義務付けられています。一方、特定フロンの代替として開発さ 

れ、オゾン層破壊の恐れがない代替フロン等３ガス（HFC、PFC、SF6）は、その優れた特性から、冷媒

(冷凍・冷蔵庫、空調機器、自動車エアコン等)、 発泡剤、洗浄剤、絶縁材等として利用されており、

オゾン層破壊物質からの転換によって、その使用量・排出量の増加が見込まれています。しかしなが

ら、これら３ガスは、大気中に長期間に亘って安定に存在しかつ極めて強力な温室効果を発揮する化

合物であることから、京都議定書において排出削減対象ガスに指定され、その後、ＣＯＰ１７にて第

二約束期間で代替フロン等３ガスにＮＦ３等も追加され、代替フロン等４ガスとなっています。 

我が国は京都議定書目標達成計画において、代替フロン等３ガスについては追加対策を行うこと 

により、大幅な排出抑制に努めてきました。 

今後とも、２０１３年以降の中・長期戦略につながる取組として、更なる長期的・継続的な排出削

減対策の実施が求められています。 

 

１．２ 事業の目的 

代替フロン等４ガス（ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６、ＮＦ３）の排出削減を図り、地球温暖化防止に資

することを目的とします。 

 

１．３ 事業の内容 

地球温暖化防止のため、代替フロン等４ガスの排出削減技術の技術実証事業に対し、民間企業等に

広く公募を行い、補助事業者を選定し、補助金を交付します。 

 

１．４ 補助の要件 

（１）補助事業者 

補助事業者は、次の要件を満たす、単独ないし複数で補助を希望する、原則本邦の民間企業等であ

ることが必要です。 

１）補助事業を的確に遂行するに足る技術的能力を有すること。 

２）補助事業を的確に遂行するのに必要な費用のうち、自己負担分の調達に関し十分な経理的基 

礎を有すること 

３）補助事業に係る経理その他の事務について的確な管理体制及び処理能力を有すること。 

４）当該補助事業者が遂行する補助事業が、事業の目的・目標を達成するために十分に有効な研  

 究開発を行うものであること。 

 

（２）補助対象事業 

京都議定書第二約束期間の対象ガスを含む代替フロン等４ガス（ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６、ＮＦ

３）の排出削減の技術実証事業であって、これまで対応できなかった課題に取り組むものであり、対
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象事業分野は下記の①または②とします。（省エネルギーによるＣＯ２排出削減の技術実証事業は除

きます。） 

 

①主な対象分野 

代替フロン等４ガスの排出を削減するための設備・システム等の技術実証事業であって、本事

業の成果として事業終了から５年後の年度末までの間に代替フロン等４ガス排出削減効果が見込

まれるもの。 

例）・ 液晶・半導体等の製造プロセスにおいて排出されるＮＦ３ガスの回収・破壊等設備の技術

実証事業 

   

   

②その他対象分野 

代替フロン等４ガスを含有する製品からの代替フロン等の排出を削減するための設備・システ

ム等の技術実証事業であって、事業終了から５年後の年度末までに使用を開始する当該事業の成果

に基づく製品のライフサイクルにおいて代替フロン等４ガス排出削減効果が見込まれるもの。 

例）・性能や効率は現状並みであるものの、冷凍空調機器の製品中において使用される代替フロ

ン等を地球温暖化係数の低い物質に代替するための設備の技術実証事業で将来普及が期待

されるもの。 

  ・低ＧＷＰ熱媒体を用いる地熱発電システム等の技術実証事業 

・変電所や大規模ビルにおけるＳＦ６を使用しない電力開閉装置の技術実証事業 

  ・ノンフロン電子部品洗浄の技術実証事業 

  ・クリーニング店におけるノンフロンドライクリーニング装置の技術実証事業 

・エアゾール製品のＨＦＣ排出量削減の技術実証事業 

 

なお、ライフサイクルとは、当該製品の製造から廃棄に至るまでの全ての段階を指すもの 

とします 

 

（３）補助対象経費 

代替フロン等４ガスの排出削減技術の現場技術実証に必要な経費。 

補助対象経費の区分は、別表１に示す通りです。 

なお、労務費単価の算出は健保等級を用いた単価を採用します。詳細は別添資料を参照ください。 

 

（４）補助率および補助金の額 

補助率は対象技術実証分野により１／２又は１／３以内とします｡ 

  補助率の算定方法は別表２に示す通りです。 

 

（５）事業実施期間 

交付決定の日を事業開始日とし、平成２６年２月末までに実績報告書の提出をお願いします。 
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（別表１） 

補助対象経費の区分 

区分 細目 

Ⅰ
 

機
械
装
置
等
費 

１．土木・建築工事費 

プラント等の建設に必要な土木工事及び運転管理棟等の建築工事並びにこれらに付

帯する電気工事等を行うのに必要な経費 

２．機械装置等製作・購入費 

補助事業の実施に必要な機械装置、その他備品の製作、購入、借用又は据付に要

する経費 

３．保守・改造修理費 

プラント及び機械装置の保守（機能の維持管理等）、改造（主として価値を高め、又は

耐久性を増す場合＝資本的支出）、修理（主として原状に回復する場合）に必要な経

費 

Ⅱ
 

労
務
費 

１．研究員費 

補助事業に直接従事する研究者、設計者及び工員等の人件費 

２．補助員費 

補助事業に直接従事したアルバイト、パート等の経費（研究員費に含まれるものは除

く） 

Ⅲ
 

そ
の
他
経
費 

１．消耗品費 

補助事業の実施に直接必要な資材、部品、消耗品等の製作又は購入に要する経費。 

２．旅費 

①補助事業を実施するため特に必要とする研究員及び補助員の旅費、滞在費、交通

費及び学会参加費。 

②研究者以外の者に、補助事業の実施に必要な知識、情報、意見等の収集のため

の国内、海外調査に要する経費で旅費、滞在費、交通費及び学会参加費 

３．外注費 

補助事業の実施に必要なデータの分析及びソフトウエア、設計等の請負外注に係る

経費 

４．諸経費 

上記のほか、補助事業の実施に直接必要な光熱水料、会議費、委員会費、通信料、

借料、図書資料費、通訳料、運送費、関税等の経費 

Ⅳ
 

委
託
費
・ 

共
同
研
究
費 

 

補助事業のうち、申請者以外の参加機関が行う研究開発に必要な経費 

当該経費の算定に当たっては、上記ⅠからⅢに定める項目に準じて行う 
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（別表２） 

代替フロン等排出削減先導技術実証支援事業の補助率 

 

 

 

注記 ※１．補助金交付申請書様式第１別紙３を提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内          容 補助率 

１．冷凍空調機器の技術実証事業であって、機械装置等費が温室効

果の大きいＨＦＣ冷媒を用いる設備の機械装置等費（基準額）に対

し、２倍以上の補助事業※ 1 

 

 

１／２以内 

２．上記以外の補助事業 

 

１／３以内 
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２．予 算 

（１）事業規模 

平成２５年度の事業規模 

合計：約２２１．９百万円 

    

（２）採択予定件数 

採択予定件数は決めておりません。予算の範囲内で提案内容の優れているものを採択します。 

なお、補助金は審査の結果等により申請額から減額して交付することがあります。 

３．事業スキーム図 

 
  

 
 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．実施方法 
 

事業の実施については、「代替フロン等排出削減先導技術実証支援事業費補助金交付規程」（以下

「交付規程」という。）による他、以下によることとします。 

本事業の申請にあたっては、上記交付規程及び以下をご熟読の上、申請してください 

 

４．１ 事業の公募について 

（１）公募期間 

第２回の公募期間を平成２５年７月２９日（月）～９月１３日（金）までとします。 

 

（２）公募説明会 

公募開始後、一ヵ所（東京）にて公募説明会を開催します。 

      日時：平成２５年８月０９日(金)  １３：００～１４：３０ 

       場所：ホテル 機山館（東京都文京区本郷 4-37-20 TEL:03-3812-1211） 

                    東京メトロ丸の内線・都営大江戸線「本郷三丁目」より徒歩２分 

                    (http://kizankan.co.jp)  

経済産業省 

公募  申請  補助    

JICOP     審査委員会 

公募   申請    ﾋｱﾘﾝｸﾞ   補助金交付   追跡調査等 

技術実証事業を行う事業者 
（補助事業者） 

http://kizankan.co.jp/index.html
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 公募説明会では、応募にあたっての具体的な手続き、提出頂く書類の記載方法等について説明しま

すので、可能な限り出席ください。ただし、会場の都合により、一事業者１～２名でお願いします。

なお、公募説明会への出席は申請するための条件ではありません。 

 

４．２ 交付の申請について 

申請される事業者は、所定の様式を用いて、後掲する記入例に従い、申請書類一式を作成し、正 

副各１部を協議会に提出してください。 

  ２法人以上による共同の申請も本補助事業では認めています。また、企業間の共同研究の形態も対

象とします。その場合、申請書においてそれぞれの役割分担等を明確に記述してください。 

  なお、補助対象事業の内容に合致する提案をお考えいただき申請いただく必要がありますが、ご不

明な点がございましたらご連絡ください。 

 

４．３ 交付の決定について 

協議会は、申請された事業が補助の要件等を満たしており、補助金を交付すべきものと認められ 

 るものについて、予算の範囲内において交付の決定を行い、交付決定通知書により申請者に通知し 

ます。（交付決定及びその他の協議会からの連絡等は、全て「担当者連絡先」に記載されている住所、

電話・ＦＡＸ番号、電子メール宛に行います。また、連絡がつかない場合や、同担当者が申請内容を

十分理解されていない場合は、採択しないことがあります。） 

補助事業者に対して実際に交付する補助金の額は、補助事業者から実績報告書の提出を受けた後 

に協議会が実施する「確定検査」により決定されるものであり（４．７ 実績報告及び額の確定に 

ついて参照）、交付決定通知書に記載の額ではないことにご留意下さい。 

また、補助金の交付が適当でないと認めたときは、不採択理由とともに不採択となった旨を申請 

者に通知します。 

なお、補助事業の採否の決定にあたっては、「５．審査」に基づき審査を行います。 

 

４．４ 補助事業の開始について 

補助事業者は、協議会から交付決定通知を受けた後に初めて補助事業の開始（設計・工事等の発 

注、契約）が可能となります。なお、交付決定前に、補助対象として交付申請を行った内容の発注、 

契約等を行っていた場合は、その部分については交付の対象となりません。設計、工事などの発注、 

契約等を行うにあたっては、以下の点に留意してください。また、不明な点があれば、必ず協議会 

の担当者へ相談してください。 

①発注日、契約日は、協議会の交付決定日以降であること。 

②原則として競争入札または相見積りによって相手先を決定すること。 

③補助対象外の工事等が発生する場合は原則として補助対象部分と分離して契約・発注すること。 

工事等の契約・支払にあたっては、補助対象となる工事等と、補助対象外の工事等それぞれに 

係る費用が明確にわかるようにすること。補助対象分と補助対象外分は分離して発注・契約する

ことが望ましい。なお、補助対象外を含めた全体工事を一括で契約する方が合理的である等の理

由により、一括契約で処理する場合においても、それぞれの実施内容及び金額等が明確に確認で
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きる形態にすること。（補助対象内外の判別が出来ない場合、補助金が支払われないことがあり

ます。） 

④当該年度に実施された設計、設備購入、工事等については、当該年度中（または、補助事業実績

報告書提出の前まで）に対価の支払い及び精算が完了すること。 

 

４．５ 補助事業の計画変更について 

補助事業者は、交付申請時の事業の内容を変更、補助対象経費の区分ごとに配分された額の変更、

補助事業の中止・廃止等をしようとするときは、事前に協議会の承認を受ける必要があります。 

補助対象経費の区分ごとに配分された額のいずれか低い額の１０％以内で変更する場合は、協議会

の承認を受ける必要はありません。なお、入札による減額は、事業計画が変更されるわけではないの

で、原則として協議会の承認を受ける必要はありません。 

なお、何らかの理由により補助対象経費が増額となる場合であっても、補助金額の増額は原則認め

られません。 

 

４．６ 補助事業の完了について 

当該年度の補助事業は、設置工事及び補助事業者における支出義務額（補助対象経費全額）の支 

出完了（精算を含む。）をもって事業の完了とします。 

また、補助事業者から工事請負業者等への代金支払方法は、原則金融機関の振込で行ってください。

クレジット契約、割賦契約、手形等による支払は対象外となります｡ 

 

４．７ 実績報告及び額の確定について 

補助事業者は、当該年度の補助事業が完了した場合は、事業終了後３０日以内又は当該補助事業の

完了した日の属する協議会の当該会計年度の２月末日のいずれか早い日までに実績報告書を提出して

ください。 

協議会は、補助事業者から実績報告書の提出を受けた後、書類検査及び必要に応じて行う現地検査

（以下「確定検査」という。）を行い、事業の成果が交付決定の内容に適合すると認めたときは交付

すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知します。 

なお、確定検査を行うにあたって補助事業者に用意していただく書類は、交付決定後に別途お知ら

せします。 

自社調達によってなされた設計、工事、物品購入等については、原価計算により利益相当分を排 

除した額を補助対象経費の実績額とします。また、関係会社からの調達分についても、原則、原価 

計算等により、利益相当分を排除した額を補助対象経費の実績額とします。 

 

４．８ 補助金の支払いについて 

補助事業者は、協議会の確定通知を受けた後に精算払請求書を提出し、その後、補助金の支払い 

を受けることになります。 

ただし、必要があると認められる場合には、上記の方法によらないで、交付決定された補助金の 

一部について補助事業の期間中に概算払を受けることができます。 
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４．９ 取得財産の管理等について 

補助事業者は、補助事業の実施により取得した財産等（取得財産等）について、補助事業の完了 

後においても善良な管理者の注意をもって管理し、特に保守についてはその実施内容、体制等を充 

分整備し、故障等による設備利用率の低下を最小限にするなど、補助金の交付の目的に従って、その

効率的、効果的運用を図る必要があります。 

また、取得財産等の管理にあたっては、取得財産等管理台帳を整備し、その管理状況を明らかに 

しておくとともに、経済産業大臣が別に定める期間中に取得財産等を処分（補助金の交付の目的（補

助金交付申請書に記載された補助事業の目的及び内容）に反して使用し（自主事業等当該補助事業以

外の目的に使用する等）、売却し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供することをいう）しよ

うとする時は、あらかじめ協議会の承認を受ける必要があります。 

従って、補助事業者において上記の処分あるいは処分に該当する可能性のある手続を行う必要が 

生じた場合は、一切の手続（例：財産を担保に供する場合の金銭消費貸借契約手続）を開始する前 

に「財産処分承認申請書」を提出してください。 

 

４．１０ 結果の公表について 

協議会は、補助金の交付決定後に、申請件数及び採択件数、補助事業者名、事業名等を協議会ホー

ムページで公表します。なお、個々の情報の公表・非公表の取扱いについては、情報公開法に基づく

情報開示に準ずることとします。 

 

４．１１ 事業活動の対外発表について 

本事業の実施にあたり、研究活動の内容や成果を社会・国民に対して分かりやすく説明する、未 

来への希望を抱かせる心の通った双方向コミュニケーション活動（以下、「国民との科学・技術対 

話」という。）に積極的に取り組んでください。 

（詳細は、「国民との科学・技術対話」の推進について（基本的取り組み方針：平成２２年６月 

１９日 科学技術政策担当大臣、総合科学技術会議有識者議員）を参照） 

     （参考URL：http://www8.cao.go.jp/cstp/output/20100619taiwa_bessi.pdf） 

  なお、事業期間中にこの活動を実施する費用については、補助対象経費に含めることができます。 

 

４．１２ 事業終了後の報告について 

補助事業終了後５年間、協議会の指示に従い、代替フロン等４ガスの排出削減に関する実証データ

の採取・分析を行い、排出削減効果等の報告をしていただきます。 

 

４．１３ 罰則・加算金等について 

万一、交付規程に違反する行為がなされた場合は、以下の措置が講じられ得ることに留意してくだ

さい。 

・交付規程による交付決定の取消及び補助金の返還、加算金の計算及び納付、延滞金の納付。 

・相当の期間補助金等の全部または一部の交付決定を行わないこと。 

・協議会の所管する契約について、一定期間指名等の対象外とすること。 

http://www8.cao.go.jp/cstp/output/20100619taiwa_bessi.pdf
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・府省等他の資金配分機関に対し、当該不正使用等に関する措置及び措置の対象者等について 

情報提供します。このことにより、不正使用等を行った者及びそれに共謀した研究者に対し、  

府省等他の資金配分機関の研究資金への応募が制限される場合があります。また、府省等他の資

金配分機関から協議会に情報提供があった場合も同様の措置を講じることがあります。 

・補助事業者等の名称及び不正の内容の公表。 

 

 

５． 審査 

５．１ 審査方法 

審査は外部の有識者からなる審査委員会で実施します。この審査にて、本事業の目的の達成に有効

と認められる補助事業者を選定します。補助事業者の選定は非公開で行われ、審査の経過に関する問

い合わせには応じないものとします。また、申請者に対して、必要に応じてヒアリング等を実施しま

す。 

 

５．２ 審査項目 

   申請を受けた事業を外部の有識者よりなる審査委員会に諮り、事業予算の範囲内で採択事業を決定

します。 

補助事業者の採択に際しては、次の視点から審査を行います。 

①事業者評価 

・事業を的確に遂行するに足る技術的能力と経営基盤 

・自己負担分の調達に関する十分な経理的基礎 

・経理その他の事務についての的確な管理体制及び処理能力 

②技術評価 

・事業目標の妥当性 

・提案技術の温室効果ガス削減対策としての的確性、有効性 

・事業実施の方法、内容、経済性 

・事業の基となる研究開発の成果（実験データ等）や実績 

・基礎研究が完了しているかどうか 

・予定期間内の技術実証、実用化の可能性 

・技術の優位性、独自性 

③事業化評価 

・事業を実施するための十分な組織・人員体制 

・事業目標が達成される可能性（事業終了後の継続性） 

・市場ニーズや事業の波及効果 

④温室効果ガス削減効果評価 

     ・＜主な対象分野＞に係る事業については、事業実施により見込まれる事業終了から５年後 

      の年度末（２０１９年３月末）までに見込まれる代替フロン等４ガスの累積排出削減量。 
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・＜その他対象分野＞に係る事業については、事業終了から５年後の年度末（２０１９年 

３月末）までに使用を開始する当該事業の成果に基づく製品のライフサイクル全体におい 

て見込まれる代替フロン等４ガスの累積排出削減量。 

・削減量の算出式、使用数値の根拠等の妥当性 

・事業に対する費用（内訳）の妥当性 

・費用対効果 

６． 秘密の保持 

提出された申請書は、補助事業者の選定のみに使用します。審査委員には守秘義務がありますが、 

提出された申請書は全て審査委員に開示されます。 

取得した個人情報については、研究開発等実施体制の審査のために利用します。また、特定の個人

を識別しない状態に加工した統計資料等に利用することがあります。ご提供いただいた個人情報は、

上記の利用目的以外で利用することはありません。（ただし、法令等により提供を求められた場合を

除きます） 

 

７． e-Rad への登録について 

  補助事業申請時に、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）に研究機関、研究者等の登録を行って

いただきます。 

  e-Rad に登録された個人情報は、不合理な重複や過度の集中の排除のため、他府省・独立行政法人を

含む他の研究資金制度・事業の業務においても必要な範囲で利用（データの電算処理及び管理を外部

の民間企業に委託して行わせるための個人情報の提供を含む）する他、e-Rad を経由し、内閣府の「政

府研究開発データベース」に登録されます。 

  登録の詳細は「e-Rad への登録について」を参照ください。 

  なお、登録された研究機関コードを申請書表紙の所定欄に記入ください。 

 



16 

 

８．提出書類 

１）補助金交付申請書              （様式第１） 

２）補助事業実施計画書             （添付資料１） 

３）会社案内                  （添付資料２－１） 

４）損益計算書およびキャッシュフロー等の    （添付資料２－２） 

  直近のバランスシート等経営状況を示す書類   
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（別添資料）                労務費単価の計算方法について 

 

１．労務費単価の算定方法 

   補助事業における労務費の算出基礎となる労務費単価の算定においては、一部の給与形態を除き、

原則として等級単価一覧表（別表）に基づく等級単価を適用することとし、以下のとおり取り扱う。    

雇用関係 給与 等級単価の適用 労務費単価 

健保等級適用者（Ａ） 全て 適用される 賞与回数に応じた等級単価一覧表の区分を選

択し、該当する「健保等級」に対応する時間単

価を適用 

健保等級適用者以外

の者（Ｂ） 

年俸制 

月給制 

適用される 月給額を算出し、等級単価一覧表の「月給額範

囲」に対応する時間単価を適用 

日給制 適用されない 等級単価一覧表を適用せず、個別に日給額を

所定労働時間で除した単価（一円未満切捨て）

を適用 

時給制 適用されない 等級単価一覧表を適用せず、個別の時給額を

適用 

   労務費単価の具体的な適用は以下のとおりとする。 

   次の各号に定める分類に応じ、当該各号に定める方法により計算した金額を労務費単価とする。 

  ① 健保等級適用者（Ａ） 

    次の各要件の全てを満たす者の労務費単価については、健保等級により該当する等級単価を使用

する。 

    ア．健康保険料を徴収する事業者との雇用関係に基づき当該補助事業に従事する者。ただし、役 

員及び日額または時給での雇用契約者については、健保等級適用者以外の者として取り扱う。 

       イ．健康保険法による健康保険加入者であり、標準報酬月額保険料額表の健保等級適用者。           

健保等級適用者に適用する労務費単価は、賞与回数に応じて該当する等級単価一覧表の区

分を使用する。 

       a．賞与が通常支給されない者、又は通常年４回以上支給される者 

         → 等級単価一覧表のＡ区分を適用 

       b．賞与が年１～３回まで支給されている者  

         → 等級単価一覧表のＢ区分を適用   

 

  ② 健保等級適用者以外の者（Ｂ） 

     健保等級適用者以外の者の労務費単価については、その給与形態に応じて以下の区分により取

り扱う。 

    この取扱いにおいて等級単価一覧表を適用する場合は、それぞれの年収（当該従事者に対する年

間支給実績額の合計）等を基礎として、等級単価一覧表「月給範囲額」により該当する等級単価を

適用する。  
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区 分  

年俸制 給与が年額で定められている者については、年額を１２月で除した額を月給額とし、等

級単価一覧表「月給範囲額」により該当する労務費単価 

月給制 給与が月額で定められている者については、等級単価一覧表「月給範囲額」により該

当する労務費単価 

日給制 給与が日額で定められている者については、等級単価一覧表によらず、日額を約束さ

れた就業時間で除した金額。ただし、１日単位で事業に従事している場合には、当該

日額をもって１日当たりの労務費単価とすることができる 

時給制 給与が時給で定められている者については、当該時給をもって労務費単価とする 

 

２．健保等級適用者以外の者の取扱細則 

 ２－１．等級単価を適用する者 

   前記１．②の区分中、年俸制及び月給制の者に係る月給範囲額の算定については、以下の 

とおり取り扱う。 

 ① 算定に含む金額（健康保険の報酬月額算定に準ずる） 

   基本給、家族手当、住居手当、通勤手当、食事手当、役付手当、職階手当、早出手当、残業手当、

皆勤手当、能率手当、生産手当、休業手当、育児休業手当、介護休暇手当、各種技術手当、特別

勤務手当、宿日直手当、勤務地手当、役員報酬の内給与相当額など金銭で支給されるもの。 

   なお、賞与については、支給回数に関わらず、この算定に含む。後記④参照。 

 ② 算定に含まない金額 

   解雇予定手当、退職手当、結婚祝金、災害見舞金、病気見舞金、年金、恩給、健康保険の傷病手

当金、労災保険の休業補償給付、家賃、地代、預金利子、株主配当金、大入袋、出張旅費、役員

報酬（給与相当額を除く。）など。 

 ③ 通勤手当の取扱い 

   年俸制及び月給制適用者の通勤手当に含まれる消費税及び地方消費税（以下「消費税」という。）

については除外しない。 

 ④ 賞与の取扱い 

   ア．事業期間内に支給される賞与を加算することができる。 

   イ．年俸制又は月給制適用者の加算の方法として、給与明細や給与証明の確認による賞与につ

いては、上期（４月～９月）又は下期（１０月～３月）の期間内にそれぞれ支給されることが確定

している額を各期間の月額に加算できる。この場合において年俸制適用者は、月額に換算し

て適用する。 

    ・年額に加算できる賞与の額：年間賞与（年間賞与の合計額が確定している場合） 

    ・月額に加算できる賞与の額：上期又は下期の賞与÷６月（１円未満切捨て） 

  

２－２．等級単価を適用しない者 

  健保等級適用者以外の者のうち、日額制及び時給制適用者については、等級単価一覧表（別表）の 

労務費単価を適用せず、雇用契約書や給与規程等により規定されている日額及び時間単価による

個別単価を原則適用する。 



19 

 

① 通勤手当の取扱い 

   日額制及び時給制適用者に係る通勤手当については、日額及び時給に通勤手当相当額を加算

することができる。 

  ② 賞与の取扱い 

    前記（２）－１．④アについて同様の扱いとするほか、以下にて取り扱う。 

    日額又は時給に加算できる明確な賞与とは、給与明細等に賞与として額が明示され、支給すること

が確定している場合をいう。 

    ・日額に加算できる賞与の額：上期又は下期の賞与÷６月÷２１日（１円未満切捨て） 

     ・時給に加算できる賞与の額：上期又は下期の賞与÷６月÷２１日÷所定就業時間（１円未満切捨

て）  

 

３．等級単価一覧表の適用方法 

  健保等級適用者及び健保等級適用者以外の者のうち等級単価を適用する者について、等級単価一覧

表（別表）に適用する等級又は給与の基準額は以下の方法により決定する。 

 ① 当該月に適用される健保等級又は当該月に支給された給与に基づき算定された健保等級を適用す

る。 

 ② 健保等級の変更（定時改定や随時改定による）又は給与に改定があった場合は、その改定月から改

定後の健保等級又は給与により算出した等級単価を適用する。 

  （ａ）定時決定は、被保険者標準報酬決定通知書の適用年月を適用する。 

  （ｂ）随時改定は、被保険者標準報酬決定通知書の改定年月を適用する。 

 

４．等級単価の証明 

  前記３．①及び②の健保等級又は給与については、別添様式１（健保等級証明書）又は様式２（給与証

明書）により、その実績を当該事業者の給与担当課長等に証明させるものとする。（証明書の日付は

事業期間の最終日～実績報告書の提出日までの間の日付とする。）ただし、給与明細などにより給

与が確認できる場合、当該証明書の提出は不要とする。 

 労務費の確定に当たっては次の書類等を活用して照合を行うこととする。 

    ・健保等級適用者については、健保等級証明書（被保険者標準報酬決定通知書、同改定通知書、 

被保険者標準報酬月額保険料表及び給与明細）。 

 ・健保等級適用者以外の者は、給与証明書（給与明細、従事者毎の雇用に関する契約書）。 

 ・給与台帳、業務日誌、就業規則、就業カレンダー、タイムカード、出勤簿等。 
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別　　表

  

1 340 440  ～ 81,900 440

2 400 520 81,900 ～ 94,900 520

3 460 590 94,900 ～ 107,900 590

4 520 670 107,900 ～ 120,900 670

5 570 750 120,900 ～ 131,300 750

6 610 790 131,300 ～ 139,100 790

7 650 840 139,100 ～ 148,200 840

8 690 900 148,200 ～ 158,600 900

9 740 960 158,600 ～ 169,000 960

10 790 1,020 169,000 ～ 179,400 1,020

11 830 1,090 179,400 ～ 189,800 1,090

12 880 1,150 189,800 ～ 201,500 1,150

13 940 1,220 201,500 ～ 214,500 1,220

14 1,000 1,300 214,500 ～ 227,500 1,300

15 1,060 1,380 227,500 ～ 240,500 1,380

16 1,120 1,450 240,500 ～ 253,500 1,450

17 1,180 1,530 253,500 ～ 273,000 1,530

18 1,300 1,690 273,000 ～ 299,000 1,690

19 1,410 1,840 299,000 ～ 325,000 1,840

20 1,530 1,990 325,000 ～ 351,000 1,990

21 1,650 2,150 351,000 ～ 377,000 2,150

22 1,770 2,300 377,000 ～ 403,000 2,300

23 1,890 2,450 403,000 ～ 429,000 2,450

24 2,000 2,610 429,000 ～ 455,000 2,610

25 2,120 2,760 455,000 ～ 481,000 2,760

26 2,240 2,910 481,000 ～ 513,500 2,910

27 2,420 3,150 513,500 ～ 552,500 3,150

28 2,600 3,380 552,500 ～ 591,500 3,380

29 2,770 3,610 591,500 ～ 630,500 3,610

30 2,950 3,840 630,500 ～ 669,500 3,840

31 3,130 4,070 669,500 ～ 708,500 4,070

32 3,300 4,300 708,500 ～ 747,500 4,300

33 3,480 4,530 747,500 ～ 786,500 4,530

34 3,660 4,760 786,500 ～ 825,500 4,760

35 3,840 4,990 825,500 ～ 864,500 4,990

36 4,010 5,220 864,500 ～ 903,500 5,220

37 4,190 5,450 903,500 ～ 949,000 5,450

38 4,430 5,760 949,000 ～ 1,001,000 5,760

39 4,660 6,060 1,001,000 ～ 1,053,000 6,060

40 4,900 6,370 1,053,000 ～ 1,111,500 6,370

41 5,200 6,760 1,111,500 ～ 1,176,500 6,760

42 5,490 7,140 1,176,500 ～ 1,241,500 7,140

43 5,790 7,520 1,241,500 ～ 1,306,500 7,520

44 6,080 7,910 1,306,500 ～ 1,371,500 7,910

45 6,440 8,370 1,371,500 ～ 1,449,500 8,370

46 6,790 8,830 1,449,500 ～ 1,527,500 8,830

47 7,150 9,290 1,527,500 ～ 9,290

労務費単
価

(円／時
間）

等級単価一覧表　平成２５年度適用

健保等級適
用者

等　　　級

労務費単価(円／時
間)

Ａ．賞与な
し、

年４回以上

Ｂ．賞与１回
～３回

月給範囲額

以上　　 　～ 　　　未満

健保等級適用者以外
（年俸制・月給制）
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様式１ 

 

健保等級証明書 

 

 

事業期間：平成 年 月 日～平成 年 月 日 

平成 年度 健保等級 

従事者氏名 月 月 月 月 
賞与の支給

回   数 
備 考 

○○○○ 
      

○○○○       

○○○○       

 

 

  平成  年  月  日 

 

  平成 年度事業従事者に係る健保等級について、上記のとおり証明します。 

 

  名称（社名等）： 

  所属部署名： 

  証明者氏名（自署）： 

 

  ※事業の開始月、定時決定月（９月）、新規の登録従事者の従事開始月、健保等級に改定がある月に

ついては必ず記載する。 

  ※本様式は、健保等級適用者（Ａ）のみ使用する。 
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様式２ 

 

給与証明書 

 

 

事業期間：平成 年 月 日～平成 年 月 日 

平成 年度 月額給与 

従事者氏名 月 月 月 備 考 

○○○○ 

給与額     

賞与相当額     

賞 与 の 支 給 

回数 

    

○○○○ 

給与額     

賞与相当額     

賞 与 の 支 給 

回数 

    

 

 

平成  年  月  日 

 

  平成 年度事業従事者に係る健保等級について、上記のとおり証明します。 

 

  名称（社名等）： 

  所属部署名： 

  証明者氏名（自署）： 

 

  ※事業の開始日、新規の登録事業者の事業開始月、給与に変更がある月については必ず記載する。 

  ※本様式は、健保等級適用者以外の者（Ｂ）にのみ使用する。 

 

 

 

 

 


